
様式第１号（ 第４条関係）  

名 義等変更届

   年   月   日

島根県知事

（ 建築主事）
様

届出者 住 所

    氏 名             

 次のとおり建築主（ 設置者、築造主） の名義等を変更したので届け出ます。

１ 
許可（ 認定、 確認、 通知） 

年 月 日 及 び 番 号 
      年   月   日  第       号 

２  変 更 後 の 住 所 氏 名 

電話（     ）    －

３ 変 更 前 の 住 所 氏 名 

電話（     ）    －     

４  理 由  

※

受

付

欄

※

備

考

※

処

理

欄

注 １  ※印欄は、記入しないこと。 

   ２  建築許可申請及び認定申請に係るものにあっては島根県知事に、確認申請及び通知に係るもの 

   にあっては建築主事に提出すること。 



様式第２号（ 第５条関係）  

設 計 変 更 届

   年   月   日

島根県知事

（ 建築主事）
様

届出者 住 所

    氏 名             

    年   月   日第   号で許可（ 認定、確認、通知） された建築物等について次のとお

り設計変更をしたいので届け出ます。

１ 建築主等の住所氏名

電話（     ）    －

２ 建 築 場 所

３
許可（ 認定、 確認、 通知）

年 月 日 及 び 番 号
          年   月   日  第   号 

４
設計者の資格住所氏名

建 築 士 事 務 所 名

 （    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 住所  

 氏名                      

 （    ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

電話（     ）    －  

５

変

更

内

容

項   目 変  更  前 変  更  後 

※

受

付

欄

※

処

理

欄

注 ※印欄は、記入しないこと。  



様式第３号（ 第６条関係）  

工事取り やめ届

   年   月   日

島根県知事

（ 建築主事）

（ 指定確認検査機関）

様

届出者 住 所

    氏 名             

  許可（ 認定、確認、通知） を受けた次の建築物等の工事を取りやめたので届け出ます。

１ 建築主等の住所氏名  

電話（     ）    －

２ 
許可（ 認定、 確認、 通知） 

年 月 日 及 び 番 号 
          年   月   日  第   号 

３  敷 地 の 地 名 ・ 地 番 

４  建 築 物 等 の 用 途   

※

受

付

欄

※

備

考

※

処

理

欄

注 ※印欄は、記入しないこと。  



様式第８号（ 第11条関係）  

工事監理委託状況報告書
   年   月   日

建築主事

指定確認検査機関
様

報告者 住 所

    氏 名             

 次のとおり工事監理者を選任（ 変更） したので報告します。

１ 確認年月日及び番号       年   月   日    第       号 

２  敷 地 の 地 名 地 番 

３ 建 築 物 の 用 途 

４

選

任
（
変

更

後
）

建
築
士
法
第
２４
条
の
８
の
書
面
交
付
状
況
等

交付を 受けた 

年  月  日 
年   月   日 

建築士事務所の 

名称、郵便番号、 

所 在 地 及 び 

電話番号並びに 

開設者の氏名 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

電話（     ）    －  

工事監理者の 

資格及び氏名 

① 
 （    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

② 
 （    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

③ 
 （    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

工 事 監 理 の 

実 施 期 間 

及 び 方 法 

５

解

任

工事監理者の資格 

及び氏名並びに 

建築士事務所の名称 

 （      ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

※

受

付

欄

※

決

裁

欄

※

処

理

欄

注 １ ※印欄は、記入しないこと。 

 ２ ４欄は、建築士法第２４条の８の規定により交付を受けた書面に記載されている内容及びその他の必要事

項を記入すること。なお、建築士法第２４条の８の規定により交付を受けた書面の写しを添付すれば、書

面に記載のある事項は４欄に記入しなくてもよいこと。 

 ３ ４欄の開設者の氏名は、開設者が法人の場合はその名称及び代表者の氏名を記入すること。 

 ４ 工事監理者が２人以上のときは、代表となる工事監理者を４欄の①に記入すること。 

 ５ 欄内に記入しきれないときは、別紙に記入して添付すること。 



様式第８号の２（ 第11条関係）  

工事監理者報告書
   年   月   日

建築主事

指定確認検査機関
様

報告者 住 所

    氏 名             

 次のとおり工事監理者を選任（ 変更） したので報告します。

１ 確認年月日及び番号       年   月   日    第       号 

２  敷 地 の 地 名 地 番 

３ 建 築 物 の 用 途 

４

選

任
（
変

更

後
）

工 事 監 理 者 の 

資格及び氏名並びに 

建築士事務所の名称、 

郵便番号、 所在地 

及 び 電 話 番 号 

① 

（    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

（    ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

電話（     ）    － 

② 

（    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

（    ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

電話（     ）    － 

③ 

（    ） 建築士   （    ） 登録第     号 

（    ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

電話（     ）    － 

５

解

任

工事監理者の資格 

及び氏名並びに 

建築士事務所の名称 

 （      ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

※

受

付

欄

※

決

裁

欄

※

処

理

欄

注 １ ※印欄は、記入しないこと。 

 ２ 工事監理者が２人以上のときは、代表となる工事監理者を４欄の①に記入すること。 

 ３ 欄内に記入しきれないときは、別紙に記入して添付すること。 



様式第８号の３（ 第11条関係）  

工事施工者報告書
   年   月   日

建築主事

指定確認検査機関
様

報告者 住 所

    氏 名             

 次のとおり工事施工者を選任（ 変更） したので報告します。

１ 確認年月日及び番号       年   月   日    第       号 

２  敷 地 の 地 名 地 番 

３ 建 築 物 の 用 途 

４

選
任

（
変

更
後
）

工 事 施 工 者 の 

氏名、 営業所名、  

郵便番号、 所在地 

及 び 電 話 番 号 

 建設業の許可（         ） 第       号 

電話（     ）    － 

５

変

更

前

工 事 施 工 者 の 

氏名、 営業所名、  

郵便番号、 所在地 
及 び 電 話 番 号 

 建設業の許可（         ） 第       号 

電話（     ）    － 

※

受

付

欄

※

決

裁

欄

※

処

理

欄

注 １ ※印欄は、記入しないこと。 

 ２ 欄内に記入しきれないときは、別紙に記入して添付すること。 



様式第８号の４（ 第11条の２関係）  

工 事監理状況報告書
   年   月   日

建築主事

指定確認検査機関
様

工事監理者 住 所

      氏 名                  

 （      ） 建築士   （    ） 登録第     号 

 （      ） 建築士事務所（    ） 登録第     号 

            電話（     ）   －

 次のとおり工事監理状況を報告します。

１ 建築主の住所氏名  

２  建築物の名称及び所在地 

３ 工事施工者の住所氏名 

４ 建築物の用途及び構造  

５  確認年月日及び番号 年   月   日    第       号 

６  工事完了予定年月日      年   月   日  

７  
委 託 を 受 け た 

工 事 監 理 の 期 間 

８ 
第11条の2各号に掲げる 

工事の工事監理の状況 
 別 紙 の と お り 

※

受

付

欄

※

決

裁

欄

※

処

理

欄

注 １ ※印欄は、記入しないこと。 

 ２ 工事監理者が２人以上のときは、報告者は代表となる工事監理者とすること。  

 ３ 欄内に記入しきれないときは、別紙に記入して添付すること。 

 ４ 工事監理を委託せずに建築主自ら行う場合は、７欄は、工事監理の予定期間を記入すること。 



別 紙

工事の内容  

確認年月日    年  月  日 
確認を行った
工事監理者の 
資格及び氏名

（   ） 建築士（   ） 登録第     号 

確認事項  

工事監理者が確認している状況を示す写真 

工事の内容  

確認年月日    年  月  日 
確認を行った 
工事監理者の 
資格及び氏名 

（   ） 建築士（   ） 登録第     号 

確認事項  

工事監理者が確認している状況を示す写真 



様式第8号の4の2(第11条の2関係) 

(平29規則27・ 追加) 

省エネ基準工事監理状況報告書

年  月  日

建築主事   様

工事監理者 住所

氏名           

( )建築士   ( )登録第 号

( )建築士事務所( )登録第 号

電話( )  －

 次のとおり工事監理状況を報告します。

１ 建 築 主 の 住 所 氏 名
住所

氏名

２ 建築物の名称及び所在地
名称

所在地

３ 工事施工者の住所氏名
住所

氏名

４ 建築物の用途及び構造
用途 

構造     造

５  確認年月日及び番号   年  月  日   第    号

６  省 エ ネ 適 合 判 定
  年  月  日   第    号

年 月 日 及 び 番 号

７ 非 住 宅 部 分 の □基準省令第１条第１項第１号イの基準

エネルギー消費性能 □基準省令第１条第１項第１号ロの基準

８ 委 託 を 受 け た

工 事 監 理 の 期 間

９ 工 事 監 理 の 状 況 別紙のとおり

※受付欄 ※決裁欄 ※処理欄

 注 1 ※印欄は、記入しないこと。

2 工事監理者が2人以上のときは、報告者は代表となる工事監理者とすること。

3 欄内に記入しきれないときは、別紙に記入して添付すること。

4 基準省令とは、建築物エネルギー消費性能基準等を定める省令（ 平成28年経済産業省令・ 国土交通省令第

１号） のことをいう。

5 7欄は、該当するチェックボックスに、「  」 を記入すること。

6 工事監理を委託せずに建築主自ら行う場合は、 8欄は、工事監理の予定期間を記入すること。

7 9欄の別紙は、任意の様式にて提出すること。



様 式 第 8 号 の 5 ( 第 1 1 条 の 4 関 係 ) 

外壁及び軒裏が防火構造であることを

要しない建築物認定申請書

年  月  日

 島根県知事    様

申請者 住 所           

           氏 名           

 建築基準法施行令第115条の2第1項第4号ただし書の規定による認定を申請します。

この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

1 建築主住所氏名 電話( )  －    

2 代理人住所氏名 電話( )  －    

３

敷
地
の
位
置

ア 地名・ 地番

イ 用途地域
エ

その他の区

域・ 地域・ 地

区又は街区ウ 防火地域 防火・ 準防火・ 指定なし

4 主 要 用 途 5 工 事 種 別

申請部分
申請以外の
部 分

合 計 ※

9 敷地面積

との割合6 敷 地 面 積 m2

7 建 築 面 積 m2 m2 m2 ％

8 延 べ 面 積 m2 m2 m2 ％

10 工事着手予定日 年 月 日 11 工事完了予定日 年 月 日

12 
申

請 

に 

係 

る 

建 

築 

物

ア 棟別用途

イ 高 さ 地上    m 地下    m 地上    m 地下    m 

ウ 階 数 地上   階 地下   階 地上   階 地下   階

エ 構 造

オ 外 壁

カ 軒 裏

キ 延べ面積 m2 m2

13 
周辺地域の利用状
況・ 周囲の状況

※
受
付
欄

市町村 県土整備事務所・ 支庁 土木部建築住宅課
※
認
定
欄

年  月  日 

第       号 

 注 ※印欄は、記入しないこと。



様式第９号（ 第12条関係）

災害危険区域指定申請書

   年   月  日

島根県知事 様

市町村長      印

 島根県建築基準法施行細則第12条の規定により、災害危険区域の指定を申請します。

１

申

請

区

域

名

※ 受 付 欄 ※ 処 理 欄

注 ※印欄は、記入しないこと。 



別紙

（ 表）

災害危険区域の箇所別概況書

１ 災害危険区域名  

２  所 在 地  
郡 

市 

町 

村 
  大字     字 

３  災害危険区域の面積                        ㎡ 

４

災

害

危

険

区

域

の

概

況

５ 区 分 

家 屋 公 共 建 築 物 

土 地 

㎡ 
住

宅

そ
の
他

官
公
署

学

校

病

院

そ
の
他

６ 災害危険区域 

戸 棟 棟 棟 棟 棟

７ 
急 傾 斜 地 

崩壊危険区域 

戸 棟 棟 棟 棟 棟

現在の状況 過去の災害状況 
崩壊の傾斜度 

深度、 浸水度 

地質そ の他 

参 考 事 項 

指定する必要があると認められる理由の概要 



（ 裏）

災害危険区域指定土地調査

災害危険区域名 郡市 町村 大字 字 地  番 備  考 

注 土地の表示を明らかにする字図（ 原則として2,000分の1） を添付すること。



様式第１０号（ 第13条関係）  

（ 表）

道路（ 位置） 指定（ 変更・ 廃止） 申請書

   年   月   日

島根県知事 様

 申請者 氏名      

 建築基準法第42条第１項第4号又は第5号に規定する道路の（ 位置の） 指定（ 変更・ 廃止） を申請します。

１ 申請者住所氏名
                電話（     ）    －

２

道

路

の

位

置

 イ 用 途 地 域 地域  ハ
その他の区域 
・ 地域・ 地区

 ロ 防 火 地 域 地域 ニ 都市計画関係 有 ・ 無

 ホ 地 名 ・ 地 番 地目 面 積
土地関係有権者

建築物（ 工作物）  

関 係 有 権 者

所有者 借主 所有者 借 主

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

㎡

３

道

路

イ 道 路 番 号 ロ 幅 員 ハ 延 長 ニ 道路標示方法

m m  

m m  

m m  

４  工事着手（ 予定） の日   月  年  日５ 工事完了（ 予定） の日   年  月  日

※

受

付

欄

※

備

考

※ 指 定 番 号 第 号 ※ 指定年月日   年  月  日

注 ※印欄は、記入しないこと。 



（ 裏）  

道路位置指定（ 変更・ 廃止） 承諾書

住 所

氏 名               様

 あなたが下記の土地について道路の位置の指定（ 変更・ 廃止） を申請されることについては、権利者として異

議なく承諾します。また、当該道路を建築基準法施行令第144条の４第１項及び第２項に規定する基準に適合する

ように管理することについて、管理者として異議なく承諾します。

区分 地名・ 地番 権利の種類 承諾年月日 住  所 氏  名 実印 

権 

利 

者 

管 

理 

者 

注 印鑑証明書を添付すること。



様式第12号(第14条の3関係) 

建 築 認 定 申 請 書

年  月  日

 島根県知事    様

申請者 住 所           

氏 名          

 島根県建築基準法施行条例第 3 条ただし書の規定による認定を申請します。この申請書

及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

1 建 築主 住所氏名
電話( )  －    

2 代 理 人 住所氏名
電話( )  －    

3 設計者資格住所氏名

( )建築士   ( )登録第    号

( )建築士事務所( )登録第    号

        電話( )  －    

4 工事施行者住所氏名
 建設業者( )登録第    号

電話( )  －    

5 
地 名・ 地 番

位

置

敷

地
の

災害危険区域の名称

６

建

築

物

用 途

工 事 種 別

構 造

建 築 面 積 m2

延 べ 面 積 m2

7 工事
着手

完了
予定日

    年  月  日着手

    年  月  日完了

8 そ の 他必要事項

※
受

付
欄

市町村 県土整備事務所・ 支庁 土木部建築住宅課

※

認
定

欄

年  月  日 

第       号 

 注 ※印欄は、記入しないこと。



様式第12号の3(第14条の4関係) 

建 築 物 認 定 申 請 書

年  月  日

 島根県知事    様

申請者 住 所           

氏 名          

 島根県建築基準法施行条例第   条第   項
第  号
ただし書

の規定による認定を申請しま

す。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

 1 建築主住所氏名 電話( )  －    

 2 代理人住所氏名 電話( )  －    

３
敷
地
の
位
置

ア 地名・ 地番

イ 用途地域
エ

その他の区
域・ 地域・
地区又は街
区

ウ 防火地域 防 火・ 準防火・ 指定なし

 4 主 要 用 途
６ 敷地面積 ㎡

 5 工 事 種 別

申 請 部 分 申請以外の部分 合 計 9
敷 地面積

と の割合

 7 建 築 面 積 m2 m2 m2 ％

 8 延 べ 面 積 m2 m2 m2 ％

10 工事着手予定日 年 月 日 11 工事完了予定日 年 月 日

12 ア 高 さ  地 上        m   地 下        m 
る
建

築

物

申

請

に

係

イ 階 数  地 上        階   地 下        階

ウ 構 造 エ 耐火建築物等

13 
ア 敷地が接する道路の幅員 ｍ 

等

の

状

況

道

路

・

空

地

イ
道路と敷地が接する部分

の長さ
ｍ ウ 敷地の周長 ｍ

エ
空 地 等 の
状 況

14 その他必要な事項

※
受
付
欄

市 町 村 県土整備事務所・支庁土木部建築住宅課 ※
認
定
欄

年 月 日

第    号

 注 ※印欄は、記入しないこと。

※



様式第13号(第17条関係) 

建 築 物 認 定 申 請 書

年  月  日

 島根県知事    様

申請者 住 所           

氏 名           

 建築基準法施行令第  条  第  項の規定による認定を申請します。この申請書及び

添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。

1 建築主住所氏名
電話( )  －    

2 代理人住所氏名
電話( )  －    

３

敷
地
の
位
置

ア 地名・ 地番

イ 用途地域
エ

その他の
区域・ 地
域・ 地区又
は 街 区

ウ 防火地域 防火・ 準防火・ 指定なし

4  主 要 用 途
６ 敷地面積  ㎡

5  工 事 種 別

申 請 部 分 申請以外の部分 合 計
※

9
敷 地 面 積

と の 割 合

7  建 築 面 積 m2 m2 m2 ％

8  延 べ 面 積 m2 m2 m2 ％

10 工事着手予定日 年 月 日 11  工事完了予定日 年 月 日

12 ア 高 さ   地 上       m  地 下       m 

る
建
築
物

申
請
に
係

イ 階 数   地 上      階  地 下      階

ウ 構 造 エ 耐火建築物等

13 道路面と敷地の地盤面との高低差 m 

14 敷 地の土質及び 擁壁の構造

※
受
付
欄

市町村 県土整備事務所・ 支庁 土木部建築住宅課

※
認
定
欄

年  月  日 

第      号 

 注 ※欄は、記入しないこと。



様式第１３号の３（ 第17の2条関係）

建築協定（ 変更） 認可申請書

   年   月   日

島根県知事 様
申請者  住所

     氏名      

        電話（     ）    －

建築基準法第  条第  項の規定による認定を受けたいので、関係図書を添えて申請します。

建

築

協

定

の

概

要

１ 建築協定の名称

２ 区域の地名地番

３
建築協定に関する

協 定 事 項
建築物の

 敷地・ 位置・ 構造・ 用途

 形態・ 意匠・ 設備
に関する基準

４ 有 効 期 間 年

５
違反があっ た

場 合 の 措 置

６ 
協 定 区 域 の

面 積 ・ 区 画 数

宅 地 その他 合 計
区画

㎡ ㎡ ㎡

７ 用 途 地 域   そ の 他 の
９ 地域・ 地区・
  区 域８ 防 火 地 域 防火・ 準防火・ 指定なし

１０
土 地 の 所 有 者

等 の 人 数

土地の

所有者

建築物の所有を目的とする 法第77条の

規定による

建築物の借主

合  計
地上権者 賃借権者

人 人 人 人 人

※ 備   考

※
受
付
欄

※
認
可
欄

    年  月  日

    第     号

注  １  ※印欄は、記入しないこと。 

 ２  ３欄及び８欄は該当するものを○で囲むこと。 

 ３  欄内に記入しきれないときは別紙に記入すること。 



様式第１３号の５（ 第17の3条関係）

建築協定廃止認可申請書

   年   月  日

島根県知事 様
申請者  住所

     氏名      

        電話（     ）    －

 建築基準法第  条第  項の規定により建築協定の廃止の認可を受けたいので、関係図書を添え

て申請します。

１
締結認可年月日

及 び 番 号
年    月    日   第     号

建

築

協

定

の

概

要

２ 建築協定の名称

３ 区域の地名地番

４
建築協定に関する

協 定 事 項
建築物の

 敷地・ 位置・ 構造・ 用途

 形態・ 意匠・ 設備
に関する基準

５ 有 効 期 間 年

６ 
協 定 区 域 の

面 積 ・ 区 画 数

宅 地 その他 合 計
区画

㎡ ㎡ ㎡

７ 用 途 地 域   そ の 他 の
９ 地域・ 地区・
  区 域８ 防 火 地 域 防火・ 準防火・ 指定なし

１０
土 地 の 所 有 者

等 の 人 数

土地の

所有者

建築物の所有を目的とする 法第77条の

規定による

建築物の借主

合  計
地上権者 賃借権者

人 人 人 人 人

※ 備   考

※
受
付
欄

※
認
可
欄

    年  月  日

    第     号

注  １  ※印欄は、記入しないこと。 

 ２  ４欄及び８欄は該当するものを○で囲むこと。 

 ３  欄内に記入しきれないときは別紙に記入すること。



様式第１５号（ 第19条関係）

不適合既存建築物届

   年   月  日

島根県知事 様
届出者  住所

     氏名      

 建築基準法第 86 条の 7 の規定により、既存建築物に対する制限の緩和を受けることとなる建築

物を届け出ます。

１ 所有者住所氏名

電話（     ）    －  

２
管 理 者 又 は

占有者住所氏名 電話（     ）    －  

３
敷
地
の
位
置

イ 地名・ 地番 ※

ロ 用 途 地 域

４
その他の区域
・ 地域・ 地区

ハ 防 火 地 域 防 火・ 準防火・ 指定なし

５ 主 要 用 途

６ 敷 地 面 積 ㎡ ※９ 敷地面積との比

７ 建 築 面 積 ㎡ ％

８ 延 べ 面 積 ㎡ ％

１０ 用途 階数 建築面積 延べ面積 作業場の床面積 構造 屋根 外壁
防火壁
の有無

建
築
物
の
内
容

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

㎡ ㎡ ㎡

１１ 種 類 出力 台 運 転 機 械 １２ 種類 数量

原

動

機

危

険

物

１３ 不 適 合 事 項

※
１４ 調 査 欄

 上記既存建築物を現地調査した結果、事実に相違ありません。

年   月   日

調査員 職 氏名             

注  １  ※印欄は、記入しないこと。 

 ２  ３欄（ イを除く ） から１３欄までには建築基準法施行令第137条に規定する「 基準時」 におけ

る状況を記入すること。 

 ３  ３欄のハは、該当する箇所を○印で囲むこと。 



様式第１６号（ 第20条関係）  

取 下 届

   年   月  日

島根県知事

（ 建築主事）
様

届出者 住 所

    氏 名             

 次の申請は、都合により取り下げたいので届け出ます。

１ 申 請 者 の 住 所 氏 名 

電話（     ）    －

２ 敷 地 の 地 名 ・ 地 番 

３  建 築 物 の 用 途  

４  申請書名及び提出年月日                  年   月   日 

※

受

付

欄

※  処  理  欄 

注 １  ※印欄は、記入しないこと。 

 ２  確認申請に係るものにあっては建築主事又は確認済証を交付した指定確認検査機関に、それ以

外の申請に係るものにあっては島根県知事に提出すること。 


